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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第３四半期連結
累計期間

第27期
第３四半期連結
累計期間

第26期

会計期間

自平成23年
５月１日
至平成24年
１月31日

自平成24年
５月１日
至平成25年
１月31日

自平成23年
５月１日
至平成24年
４月30日

売上高（千円） 19,357,13820,204,49926,291,483

経常利益（千円） 491,565 507,570 634,014

四半期（当期）純利益（千円） 266,950 345,354 316,749

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
263,990 362,424 329,400

純資産額（千円） 2,694,1572,995,4492,759,567

総資産額（千円） 15,573,62315,574,99915,892,275

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
421.92 545.83 500.62

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 17.3 19.2 17.4

　

回次
第26期

第３四半期連結
会計期間

第27期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
11月１日
至平成24年
１月31日

自平成24年
11月１日
至平成25年
１月31日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
211.24 317.03

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第26期第３四半期連結累計期間及び第26期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３. 第27期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

４．売上高に消費税等は含まれておりません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況　

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政権交代に伴う景気対策、金融緩和対策を背景に、円安の進行、デフレ

脱却の期待感から、景気底打ちの期待は高まるものの、中国他新興国の減速等世界的な先行き不透明感から、依然先行き不

透明な状況であります。

　このような経済状況のもと、移動体通信関連事業における販売基盤の整備・店舗運営の効率化、不動産市況に左右されな

い安定的な事業の構築、リゾート事業の収益基盤の強化等に努めてまいりました。 

　当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高202億４百万円（前年同期比4.4％増）、営業利益５億59百万円（前年同

期比2.3％増）、経常利益５億７百万円（前年同期比3.3％増）、四半期純利益３億45百万円（前年同期比29.4％増）とな

りました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

（移動体通信関連事業）

　携帯電話業界におきましては、携帯電話の加入件数が平成25年１月末現在１億2,952万台に達しております（「電気通信

事業者協会」より）。このような環境の中、当社グループでは、店舗近隣への営業活動による集客力の強化、店舗移転及び

改装等を実施した結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は187億70百万円（前年同期比4.5％増）、セグメント

利益は６億92百万円（前年同期比0.7％増）となりました。

（不動産事業）

　不動産市況については、以前の停滞感等は薄れ、緩やかな回復傾向にあります。このような状況下、当社保有の賃貸用不動

産を売却し、特別利益を計上いたしました。不動産事業につきましては、市場の変化を敏感に読み取りながら、安定的な収

益を確保すべく、的確に対応をしております。

　当第３四半期連結累計期間において、売上高は２億30百万円（前年同期比0.6％増）、セグメント利益は１億34百万円

（前年同期比27.9％増）となりました。

（リゾート事業）

　当グループゴルフコースの来場者数については増加傾向にあり、コースの品質維持、向上に努め、より快適なプレー環境

を構築し、集客力の強化を図っております。

  当第３四半期連結累計期間における売上高は11億75百万円（前年同期比2.4％増）、セグメント利益は１億67百万円

（前年同期比73.8％増）となりました。

　

（２）財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、155億74百万円となり、前連結会計年度末と比べて３億17百万円の減少

となりました。これは主に建物及び構築物の減少によるものであります。

　負債は125億79百万円となり、前連結会計年度末と比べて５億53百万円の減少となりました。これは主に、長期借入金の減

少によるものであります。

　純資産は、29億95百万円となり、前連結会計年度末と比べて２億35百万円の増加となり、自己資本比率は19.2％となりま

した。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,550,000

計 2,550,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年３月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 638,874 638,874

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は単元株制度は

採用しておりませ

ん。

計 638,874 638,874 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　   　　　 該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年11月１日～

平成25年１月31日　
― 638,874 ― 693,858 ― 832,376

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年10月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

　　　①【発行済株式】 平成25年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　6,163 
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  632,711 632,711 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 638,874 － －

総株主の議決権 － 632,711 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が210株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数210個が含まれております。 

　　　②【自己株式等】 平成25年１月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社トーシン

名古屋市中区栄

三丁目４番21号
6,163 － 6,163 0.96

計 － 6,163 － 6,163 0.96

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日
取締役 財務部長 常務取締役 財務部長 石田ゆかり 平成24年７月30日
取締役 管理部長 常務取締役 管理部長 江本健一 平成24年７月30日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成24年11月１日から平

成25年１月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成24年５月１日から平成25年１月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,307,960 2,306,656

売掛金 2,915,502 3,008,020

商品及び製品 714,146 882,443

原材料及び貯蔵品 26,677 26,112

その他 87,808 80,129

貸倒引当金 △1,314 △242

流動資産合計 6,050,781 6,303,119

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,366,369 3,013,986

減価償却累計額 △1,185,886 △1,173,763

建物及び構築物（純額） 2,180,482 1,840,223

土地 6,852,750 6,617,758

その他 283,202 330,914

減価償却累計額 △160,166 △178,520

その他（純額） 123,035 152,394

有形固定資産合計 9,156,268 8,610,375

無形固定資産 157,683 154,639

投資その他の資産

投資その他の資産 518,196 496,010

貸倒引当金 △130 △22

投資その他の資産合計 518,065 495,988

固定資産合計 9,832,017 9,261,003

繰延資産 9,476 10,876

資産合計 15,892,275 15,574,999
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,723,926 2,732,394

短期借入金 2,540,000 2,860,000

1年内返済予定の長期借入金 865,359 743,406

1年内償還予定の社債 540,000 639,000

未払法人税等 248,790 64,902

賞与引当金 52,040 33,452

資産除去債務 1,569 573

その他 702,844 540,711

流動負債合計 7,674,530 7,614,440

固定負債

社債 360,000 541,000

長期借入金 4,774,159 4,062,865

退職給付引当金 10,491 11,192

資産除去債務 42,907 42,458

その他 270,618 307,593

固定負債合計 5,458,177 4,965,109

負債合計 13,132,707 12,579,550

純資産の部

株主資本

資本金 693,858 693,858

資本剰余金 832,376 832,376

利益剰余金 1,221,415 1,440,227

自己株式 △43,998 △43,998

株主資本合計 2,703,651 2,922,463

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 55,915 72,985

その他の包括利益累計額合計 55,915 72,985

純資産合計 2,759,567 2,995,449

負債純資産合計 15,892,275 15,574,999
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成24年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年５月１日
　至　平成25年１月31日)

売上高 19,357,138 20,204,499

売上原価 16,454,247 17,233,900

売上総利益 2,902,891 2,970,598

販売費及び一般管理費 2,355,938 2,410,941

営業利益 546,953 559,657

営業外収益

受取利息及び配当金 3,845 3,631

店舗開発支援金収入 18,410 14,301

貸倒引当金戻入額 544 1,180

その他 52,323 49,205

営業外収益合計 75,123 68,318

営業外費用

支払利息 120,242 115,864

その他 10,267 4,542

営業外費用合計 130,510 120,406

経常利益 491,565 507,570

特別利益

固定資産売却益 － 72,650

その他 － 3,686

特別利益合計 － 76,337

特別損失

固定資産除却損 － 302

ゴルフ会員権売却損 － 7,512

特別損失合計 － 7,815

税金等調整前四半期純利益 491,565 576,092

法人税、住民税及び事業税 195,113 204,182

法人税等調整額 29,501 26,555

法人税等合計 224,615 230,738

少数株主損益調整前四半期純利益 266,950 345,354

四半期純利益 266,950 345,354
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年５月１日
　至　平成24年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年５月１日
　至　平成25年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 266,950 345,354

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △2,960 17,070

その他の包括利益合計 △2,960 17,070

四半期包括利益 263,990 362,424

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 263,990 362,424

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年５月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

　

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の通りであり

ます。

 

　

　

　

　　　前第３四半期連結累計期間

　　　（自  平成23年５月１日

　　　　至  平成24年１月31日）

　　　当第３四半期連結累計期間

　　　（自  平成24年５月１日

　　　　至  平成25年１月31日）

減価償却費 119,751千円 109,602千円

のれんの償却額 15,694千円 3,174千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年５月１日　至　平成24年１月31日）

　　　　　　配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成23年６月10日

取締役会
普通株式 63,271 100平成23年４月30日平成23年７月14日利益剰余金

平成23年12月９日

取締役会
普通株式 63,271 100平成23年10月31日平成24年１月16日利益剰余金

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年５月１日　至　平成25年１月31日）

　　　　　　配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成24年６月８日

取締役会
普通株式 63,271 100平成24年４月30日平成24年７月12日利益剰余金

平成24年12月10日

取締役会
普通株式 63,271 100平成24年10月31日平成25年１月15日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年５月１日　至　平成24年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：千円)　

　 

報告セグメント　
その他
（注）　

合計
移動体
通信関連
事業　

不動産
事業　

リゾート
事業　

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 17,962,257229,3451,142,70219,334,30522,83319,357,138

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 5,238 5,238 － 5,238

計 17,962,257229,3451,147,94019,339,54322,83319,362,376

セグメント利益 687,812104,90896,527889,248  886 890,135

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オリジナルグッズ用品の販売、飲料水

の販売等を含んでおります。 

　　　　　

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

　　内容

　（差異調整に関する事項）

　 　（単位：千円）　

　利益 　金額

　報告セグメント計

  「その他」の区分の利益　

　セグメント間取引消去

　全社費用（注）

889,248　

886　

△5,238　

△393,331　

　四半期連結損益計算書の経常利益 491,565　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年５月１日　至　平成25年１月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

(単位：千円)　

　 

報告セグメント　
その他
（注）　

合計
移動体
通信関連
事業　

不動産
事業　

リゾート
事業　

計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 18,770,100230,7141,175,86420,176,67927,81920,204,499

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 18,770,100230,7141,175,86420,176,67927,81920,204,499

セグメント利益 692,651134,195167,741994,587△8,744 985,842

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、オリジナルグッズ用品の販売、飲料水

の販売等を含んでおります。

　　　　　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

　　内容

　（差異調整に関する事項）

　 　（単位：千円）　

　利益 　金額

　報告セグメント計

  「その他」の区分の利益　

　セグメント間取引消去

　全社費用（注）

994,587　

△8,744　

－　

△478,272　

　四半期連結損益計算書の経常利益 507,570　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、営業外収益及び営業外費用であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

４. 報告セグメントの変更等に関する事項

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年５月１日　以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによるセグメント利益に与える影響は軽微であります。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年５月１日
至　平成24年１月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年５月１日
至　平成25年１月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 421円92銭 545円83銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 266,950 345,354

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 266,950 345,354

普通株式の期中平均株式数（株） 632,711 632,711

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　 －　

（注）１. 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２. 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 

 

 

 

 

２【その他】

　平成24年12月10日開催の取締役会において、当期中間配当として平成24年10月31日最終の株主名簿に記載又は記録

された株主又は登録株式質権者に対し、次のとおり金銭による剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・63,271千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・100円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成25年１月15日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年３月14日

株式会社トーシン

取締役会　御中

監 査 法 人　東 海 会 計 社

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 棚橋　泰夫　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 塚本　憲司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーシン

の平成24年５月１日から平成25年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年11月１日から平成

25年１月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年５月１日から平成25年１月31日まで）に係る四半期連結財

務表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーシン及び連結子会社の平成25年１月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
　
利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　
　

　　　　以　上　

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　　

　　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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